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第１章 経営戦略の改定趣旨と位置づけ 

１．経営戦略の改定趣旨 

本市の下水道事業に係る中長期的な経営の基本計画である四万十市下水道事業経営戦
略については、令和２年度から令和 11 年度までの 10 か年を計画期間として令和２年度
に策定しています。 

この経営戦略については、計画期間における事後検証や計画の見直しが重要となるこ
とから、３年から５年を目途に計画の見直し（ローリング）を行い、ＰＤＣＡサイクル
を働かせ、実効性のある戦略としていく必要があります。 

そこで、計画策定後、５年間が経過するなかで今後の人口減少等を背景とした下水道
使用料収入の減少や、下水道施設及び管渠の老朽化に加え、南海トラフ巨大地震等の大
規模災害に備えた耐震化等への対策のために、今後多大な費用が必要となることが想定
されます。 

さらに、近年の物価高騰や人件費の上昇などの社会情勢の変化もあり、本市を取り巻
く環境はより一層厳しくなることが見込まれます。 

このような状況のなかで、下水道施設や管渠の計画的な整備及び更新を進め、施設や
管渠の健全性を維持していくためには、組織や事務事業の効率化、施設管理の見直しな
ど、経営基盤強化のための取り組みを一層推進することが重要となります。 

また、投資費用の合理化を踏まえ、「投資試算」と「財源試算」を均衡させた収支計画
を策定し、中長期的な視野で事業経営に取り組んでいく必要があります。 

こうした状況を踏まえ、令和２年 3 月に策定した本経営戦略の中間年度において、各
目標の達成状況と評価を実施するとともに、本市の下水道事業の経営を見つめ直し、理想
像として掲げている「安心・安全な下水道サービスの提供と、安定した生活環境を未来へつな
ぐ」の実現に向けて、中長期的な経営の基本計画である「四万十市下水道事業経営戦略」を改
定するものとします。 
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２．位置づけ 

人口の減少や施設及び管渠の老朽化等、下水道事業を取り巻く環境は一段と厳しさを
増しており、そうした中で持続的・安定的な下水道事業を維持していくために、平成 26
年 8 月に総務省より「公営企業の経営に当たっての留意事項について」が通知され、経
営基盤並びに財政マネジメントの強化に取り組むことを目的とした「経営戦略」が求め
られています。また、令和４年１月に総務省より「「経営戦略」の改定推進について」が
通知され、令和７年度までに経営戦略の見直しが求められています。 

また、会計制度についても「事業・サービスの拡充期」から「人口減少社会、インフ
ラ強靭化・更新・縮小時代」に転換する中で、経営判断に必要な損益の認識、資産・負
債等を正確に把握する必要があることから、地方公営企業法改正に伴う新たな会計制度
が平成 26 年度より本格適用されています。 

このような背景のなか、本市においても、こうした事業環境の変化に対応するため、
令和 2 年度から下水道事業にも地方公営企業法を適用し、事務の効率から人員配置の最
適化などを通じた経営の効率化を図るとともに、中長期的な経営の基本計画である「四
万十市下水道事業経営戦略」を改定しました。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図表 1-1 四万十市下水道経営戦略の位置付け 
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３．計画期間  

令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間 
 
「経営戦略策定・改定ガイドライン（総務省）」における「中長期的な視点から経営基

盤の強化等に取り組むことができるように、計画期間は 10 年以上を基本とする」とい
う考え方を踏まえ、令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間を計画期間とします。



第２章 下水道事業の現状と課題 

4 
 

第２章 下水道事業の現状と課題 

１．事業の概要  

（令和５年 3 月 31 日現在） 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
※法適︓地方公営企業法の規定を適用する企業、非適︓地方公営企業法の規定を適用しない企業。

令和 2 年度から、地方公営企業法を適用しています。 

 

（１）公共下水道事業 
公共下水道事業は、国土交通省の所管の事業で、主として市街地における下水を排除

又は処理するために地方公共団体が管理する下水道です。終末処理場があるものを「単
独公共下水道」、流域下水道に接続するものを「流域関連公共下水道」といい、本市は
「単独公共下水道」にあたります。本市では、中央下水道管理センター（四万十市右
山）という終末処理場で汚水処理を行っています。 

供用開始年月日 平成 8 年 4 月１日 

法適（全部・財務）・非適の区分※ 法適（全部） 

処理区域面積 176ha 

処理区域内人口 7,972 人 

利用人口 7,681 人 

供用開始年月日 平成 12 年 4 月１日 

法適（全部・財務）・非適の区分※ 法適（全部） 

処理区域面積 38ha 

処理区域内人口 623 人 

利用人口 543 人 

図表 2-1 公共下水道事業 

図表 2-2 農業集落排水事業 
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また、平成 27 年の下水道法改正により、多発する浸水被害への対応として、主として
市街地における雨水のみを排除するために、河川その他の水域もしくは海域に雨水を放
流するものを雨水公共下水道として実施しています。 

 

 

（２）農業集落排水事業 
農業集落排水事業は、農林水産省の所管の事業で、農業集落におけるし尿、生活雑排

水などの汚水等を処理するために地方公共団体が管理する施設です。本市は、古津賀農
業集落排水処理施設（終末処理場︓クリーンセンター古津賀）、森沢農業集落排水処理施
設（終末処理場︓森沢クリーンセンター美沢）の 2 箇所で処理しています。 

 

 

  

年度 内容 

昭和 47 年度 岩崎排水ポンプ完成 

昭和 50 年度 
公共下水道事業認可 

雨水対策（雨水管の布設・各雨水排水ポンプ場の
建設着手） 

昭和 60 年度 八反原排水ポンプ場供用開始 

昭和 61 年度 汚水対策（汚水管の布設・終末処理場の建設着手） 

平成元年度 右山排水ポンプ場供用開始 

平成 8 年度 中央下水道管理センター（終末処理場）供用開始 

平成 14 年度 桜町排水ポンプ場供用開始 

平成 18 年度 百笑排水ポンプ場供用開始 

令和５年度 
公共下水道事業認可 
中村中央下水道管理センターの区域の変更 

年度 内容 

平成 10 年度 農業集落排水事業認可 

平成 12 年度 クリーンセンター古津賀供用開始 

平成 15 年度 森沢クリーンセンター美沢供用開始 

図表 2-3 公共下水道事業のあゆみ 

図表 2-4 農業集落排水事業のあゆみ 
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２．下水道普及率と水洗化の状況 

（１）行政区域内人口と汚水処理人口 
  本市の総人口（行政区域内人口）は、「四万十市まち・ひと・しごと創生人口ビジョ

ン」に記載されているとおり、昭和 45 年度から平成 2 年度までは 4 万人程度で安定し
て推移していましたが、平成 22 年度は 35,933 人、令和 5 年度には 31,612 人と減少
傾向に転じています。そのため、将来においても少子高齢化により、本市の総人口は減
少していくことが見込まれます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 27 年度・平成 30 年度、令和２年度、令和 5 年度は、決算統計の行政区域内現在人口の

数値を使用しています。 
図表 2-5 四万十市人口推移 
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公共下水道事業の汚水処理人口（処理区域内人口）は令和元年度の 8,124 人から令和
5 年度には 7,972 人と約 1.9％減少しており、農業集落排水事業の汚水処理人口は令和
元年度の 622 人から令和 5 年度には 623 人と横ばいとなっています。 

また、総人口は、令和 5 年度 31,612 人から令和 55 年度 13,949 人に約 55.9%減少
することを予測しています。この人口減少を加味し、将来の汚水処理人口を推計した結
果、令和 15 年度には公共下水道 7,164 人・農業集落排水 547 人、令和 25 年度には公
共下水道 6,170 人・農業集落排水 460 人、令和 55 年度時点には公共下水道 3,319
人・農業集落排水 247 人と、令和 5 年度から令和 55 年度にかけて、公共下水道で
4,653 人（58.4％）の減少、農業集落排水で 173 人（27.3％）の減少が見込まれま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-6 総人口及び汚水処理人口の実績と見通し 
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（２）水洗化人口と有収水量の見通し 
本市の行政区域内人口減少に伴い公共下水道事業における水洗化人口は、令和元年度

の 7,681 人から令和５年度には 7,681 人と横ばい、農業集落排水事業における水洗化
人口は、令和元年度の 491 人から令和５年度には 543 人と約 10.5%増加しています。 

また、水洗化率は公共下水道事業、農業集落排水事業ともに令和元年度から令和５年
度にかけて上昇しています。 

一方で、有収水量は令和元年度の 908 千㎥から令和５年度には 880 千㎥と約 3.0％
減少しています。 

今後は節水意識の向上及び省エネ・節水機器の普及の影響や人口の減少に伴い、有収
水量が減少していくことが見込まれます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-7 水洗化人口と水洗化率の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-8 水洗化人口と有収水量の推移と見通し 
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 令和 5 年度 
（実績） 

令和 16 年度 
（予測） 

令和 26 年度 
（予測） 

水洗化人口 
（公共農集合計） 8,224 人 7,629 人 6,506 人 

（R5 比較） - ▲7.4% ▲21.1% 

有収水量 
（公共農集合計） 880 千㎥ 812 千㎥ 693 千㎥ 

（R5 比較） - ▲7.7% ▲21.3% 

 

 

≪関連指標の推移≫ 

指標 事業 令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

用語説明 
（算式） 

普及率
（％） 

公共農集
合算 26.2 26.5 26.8 27.0 27.2 

行政区域内人口のうち、処
理区域内人口が占める割
合。下水道がどれだけ普及
しているかを表す指標 

水洗化率 
（％） 

公共 
下水道 94.5 95.1 95.5 95.8 96.3 下水道が利用できる人の

うち、どのくらいの割合の
人が下水道に接続し、実際
に利用しているかを表す
値。下水道利用人口を処理
区域内人口で割った値 

農業集落
排水 78.9 82.1 82.9 85.3 90.2 

  

図表 2-9 水洗化人口と有収水量の見通し 
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３．下水道施設や管渠の状況 

（１）下水道施設の状況 
四万十市下水道事業は令和 5 年 3 月末現在、公共下水道事業の汚水処理１施設、雨水

処理 5 施設、農業集落排水事業の２施設を有しています。 
 

名 称 供用開始年月 経過年数 処理能力（㎥/分） 

中央下水道管理センター 汚水 平成 8 年 4 月 28 年   3.25 
右山排水ポンプ場 雨水 平成元年 4 月 35 年 424.62 

八反原排水ポンプ場 雨水 昭和 60 年 4 月 39 年 980.24 
桜町排水ポンプ場 雨水 平成 14 年 4 月 22 年 503.04 
百笑排水ポンプ場 雨水 平成 18 年 6 月 18 年 168.00 
岩崎排水ポンプ場 雨水 昭和 47 年度 52 年    3.0 

 
 
 

 
 

名 称 供用開始年月 経過年数 処理能力（㎥/分） 

古津賀農業集落排水処理施設
（クリーンセンター古津賀） 

汚水 平成 12 年 4 月 24 年 0.17 

森沢農業集落排水処理施設
（森沢クリーンセンター美沢） 

汚水 平成 15 年 4 月 21 年 0.07 

 
 
  各施設の建設状況写真 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 2-10 下水道施設の状況 

図表 2-11 農業集落排水施設の状況 

中央下水道管理センター 右山排水ポンプ場 
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八反原排水ポンプ場 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

古津賀農業集落排水処理施設 

（クリーンセンター古津賀） 

森沢農業集落排水処理施設 

（森沢クリーンセンター美沢） 

桜町排水ポンプ場 

百笑排水ポンプ場 
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また、市内における供用開始区域は以下の通りです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 2-12 公共下水道 
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図表 2-13 古津賀農業集落排水処理施設（クリーンセンター古津賀） 

図表 2-14 森沢農業集落排水処理施設（森沢クリーンセンター美沢） 
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（２）管渠の状況 
令和 5 年度末時点での四万十市内の管渠延長は 71 ㎞です。本市の下水道事業は平成

8 年から供用開始しているため、法定耐用年数（50 年）に達する管渠はありませんが、
今後の更新投資を見越して計画的に長寿命化対策を進める必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管渠については、施工年度が比較的最近であることなどから管渠改善率は低水準で推
移しています。今後、老朽化した管渠が増加していくため、計画的に管渠を更新してい
く必要があります。 

 
 
≪関連指標の推移≫ 

指標 事業 令和 
元年度 

令和 
2 年度 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

用語説明 
（算式） 

管渠改善率 
（％） 

公共 
下水道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

算式︓改善（更新・改良・修
繕）管渠延長÷下水道維持管
理延長 
1 年間に改築更新管渠延長
が、総管渠延長に占める割合
を示したもの。1 年間にどれ
だけ管渠の老朽化対策を実
施したかを見る指標 

農業集落 
排水 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

 

  

図表 2-15 管渠の年度別布設状況 
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（３）耐震化の状況 
管渠の耐震状況に関し、基幹管渠の耐震適合率は令和５年度末時点で 87.1%と比較的

高い水準にありますが、管渠全体の耐震適合率は令和５年度末時点で 50.4%となってお
り、近年同程度の水準で推移しています。 

今後は、四万十市上下水道耐震化計画に基づき、上下水道一体で基幹管渠を含めた管
渠の耐震化を計画的に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

   ※管渠耐震適合率は、雨水管渠を除いて算定しております。 

 

（４）施設・管渠の見通し 
本市では、四万十市総合計画及び四万十市国土強靭化地域計画等に基づき、ライフライ

ンの強靭化や耐震化に取り組んでおり、下水道事業では、耐用年数を経過した施設・基幹
管渠から耐震基準を満たすものに更新し、災害対策を推進しています。 

施設の更新では、令和４年度に施設の長寿命化に向けてストックマネジメント修繕・改
築計画を策定し、適正な維持管理と更新を行っていきます。ストックマネジメントとは、
長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク評価等による
優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕、改築を実施し、施設全体を対象
とした施設管理を最適化することを目的としたものです。 

未普及地域の解消では、平成 29 年度の事業計画の見直しにより、平成 30 年度から角
崎地区・緑ヶ丘団地の下水道管敷設工事の検討を進めてきており、令和 8 年度からの下水
道供用開始に向けて工事予定です。 

図表 2-16 耐震適合率の推移 

50.4% 50.4% 50.4% 50.4% 50.4%

87.1% 87.1% 87.1% 87.1% 87.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

管渠耐震適合率 基幹管渠耐震適合率
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今後は、物価高騰や人件費上昇だけでなく、老朽化した施設・管渠の維持管理のための
経費増大が予想されることや、人口減少等に伴い使用料の収入が減少すること等から、継
続的な経営健全化の取組みが求められています。 
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排除汚水量
（㎥）

金額
（円）

排除汚水量
（㎥）

1㎥当たりの金額
（円）

11~20 110
21~30 120
31~50 130

51~100 150
101~200 170
201~500 190

501~ 210
101~500 40

501~ 50

区分

一般

浴場 0~100 3,000

超過使用料

0~10 1,000

基本料金

排除汚水量
（㎥）

金額
（円）

排除汚水量
（㎥）

1㎥当たりの金額
（円）

11~20 110
21~30 120
31~50 130

51~100 150
101~200 170
201~500 190

501~ 210

基本料金 超過使用料

0~10 1,000

４．料金の状況 

（１）現在の料金体系（〜令和 7 年 3 月 31 日） 

四万十市の使用料体系は、公共下水道、農業集落排水ともに水量によって料金が変わ
ります。また、公共下水道は使用目的の区分によっても体系が異なります。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

※上記金額に消費税は含まれていません。 
※浴場とは、公衆浴場法による許可を受けた公衆浴場から排出される

汚水が該当します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

※上記金額に消費税は含まれていません。 

 
 

（２）使用料についての考え方 

汚水私費の原則により、汚水処理原価を基本的に算出根拠としています。今後もこの方
針に則り、使用料の算出を行っていきます。また、建設改良費については、国庫補助金と
企業債で充当するという、当時の施策決定に従い、今後も継続していきます。 

図表 2-17 公共下水道使用料 

図表 2-18 農業集落排水使用料 
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（３）料金改定の状況 

本市は供用開始以来、公共下水道事業・農業集落排水事業ともに料金改定を行っていま
せんでした。しかし、経費回収率は、人口減少等による使用料の減少及び物価上昇等によ
る汚水処理費の増加の影響により、継続して 100%を下回っており、汚水処理に係る費用
を使用料で回収できていない状況にあります。そのため、下水道事業の経営基盤の安定化
と使用者負担の適正化を図ることを目的として、令和 7 年 4 月に一律 20%の料金改定を
実施します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪関連指標の推移≫ 
指標 事業 

令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

用語説明 
（算式） 

経費 
回収率
（％） 

公共 
下水道 

－ 

(法非適) 
77.8 81.1 94.3 91.5 

算式︓ 
使用料収入÷汚水処理費用(公
費負担分を除く) 
汚水処理に要した費用に対す
る、使用料による回収程度を示
す指標。汚水処理に係る全ての
費用を使用料によって賄うこ
とが原則 

農業集落 
排水 

－ 

(法非適) 
50.0 43.2 50.5 46.2 

図表 2-19 経費回収率の推移 

排除汚水量
（㎥）

令和7年度
料金

排除汚水量
（㎥）

令和7年度料金

11~20 132
21~30 144
31~50 156

51~100 180
101~200 204
201~500 228

501~ 252
101~500 48

501~ 60浴場 0~100 3,600

区分
基本料金 超過使用料

一般
（公共
農集）

0~10 1,200

図表 2-20 令和 7 年度からの使用料体系 

77.8% 81.1%
94.3% 91.5%

50.0%
43.2%

50.4% 46.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

公共下水道 農業集落排水
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27 
18 16 15 15 

8 

7 11 
8 9 

0 
1 2 4 

7 
7 7 

35 

28 

34 
32 33 

0

10

20

30

40

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（単位︓百万円）

基準内繰入金（収益的収支） 基準外繰入金（収益的収支）
基準内繰入金（資本的収支） 基準外繰入金（資本的収支）

５．繰入金の状況 

本市の一般会計からの繰入金は、公共下水道事業及び農業集落排水事業ともに概ね一定
の水準で推移していますが、安定した下水道事業を運営していくためには基準外繰入金を
必要としています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆基準内・基準外繰入金 
基準内繰入金︓①その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費、②そ

の公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもっ

て充てることが客観的に困難であると認められる経費等について、一般会計等が

負担する経費（例えば、雨水処理や分流式下水道等に要する経費等） 

基準外繰入金︓公益性の観点から、例外的に一般会計から公営企業会計に繰り出す経費のうち、 

総務省からの公営企業に対する繰出基準に合致しない経費        

図表 2-21 繰入金の推移（公共下水道） 

図表 2-22 繰入金の推移（農業集落排水） 
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６．組織の状況 

（１）組織の状況 
 

市長 
  

上下水道課 
  

総務係 
 

     

        

      
下水道係 

 

       

        

 
 

 
課  名 係  名 主  な  事  務 

上下水道課 

総務係 公共下水道及び農業集落排水に係る使用料の事務手続き 

下水道係 

公共下水道事業及び農業集落排水事業の計画・設計及び施工 

施工済み下水路及び排水施設の維持管理に関すること 

浄化槽の設置指導及び設置補助に関すること 

下水道（農業集落排水施設及び浄化槽を含む。）に係る決算統計・起債事務・排

水設備工事及び加入指導・相談に関すること 

 

 
 
 

  

図表 2-23 組織（令和５年 4 月現在） 

図表 2-24 主な事務分掌 
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（２）職員の状況 
本市の下水道事業に従事する職員は令和元年度から令和 5 度まで３名で安定的に推移

しています。そのうち、40 歳以下の職員が１名、45 歳以下の職員が２名となってお
り、年齢構成についても偏りは比較的少ないと考えられます。 

また、今後は次世代への継承と専門知識・技能等の向上を図ることで、永続的に少数
精鋭型の体制を維持できるよう努めます。 

 
 
（令和 6 年 4 月 1 日時点）                      （単位︓人）  

  
令和 

２年度 
令和 

３年度 
令和 

４年度 
令和 

５年度 
令和 

６年度 
  

技術職員数 2 2 2 2 2   

事務職員数 1 1 1 1 1   

合計 3 3 3 3 3   

※管理者及び再任用職員を除く。  

 
（令和 6 年 4 月 1 日時点）        （単位︓人） 

 

年 齢 事務職員 技術職員 合計 

40 歳以下 - 1 1 
41〜45 歳 1 1 2 
46〜50 歳 - - - 
51〜55 歳 - - - 
56 歳以上 - - - 

合計 1 2 3 
※管理者及び再任用職員を除く。 

 
 

 

  

図表 2-25 職員数の年度別推移 

図表 2-26 職員年齢構成 
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７．経営の状況 

（１）使用料収入の状況 

総収益・総費用の内訳 
≪公共下水道≫ 

令和 5 年度の総収益の内訳をみると、使用料収入が全体の 22%程度となっており、
総収益に占める割合は高くありません。一方で、長期前受金戻入が全体の 37％であ
り、収益の多くを長期前受金戻入が占めています。また、他会計補助金は全体の 14%
となっています。 

総費用の内訳は、減価償却費が全体の 65％を占めており、支払利息は 9%、職員給
与費は 3％となっています。 

減価償却費、支払利息、職員給与費は、大半が水量の変動に左右されにくい固定費で
あり、これら固定費が全体の 76％を占めています。固定費は、事業活動の効率化等で
削減することが難しく、今後、経営効率化が進まない場合、更新投資による減価償却費
の増加や物価高騰・人件費上昇による維持管理費の増大により、経営状況が悪化する可
能性があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2-27 総収益と総費用（令和 5 年度）の内訳（公共下水道） 
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≪農業集落排水≫ 

令和５年度の総収益の内訳をみると、料金収入が全体の 16%程度となっており、総
収益に占める割合は高くありません。一方で、他会計補助金が全体の 57％であり、収
益の大半を他会計補助金が占めています。また、長期前受金戻入は全体の 27%となっ
ています。 

総費用の内訳は、減価償却費が全体の 56％を占めており、支払利息は 8%となって
います。減価償却費及び支払利息は、大半が水量の変動に左右されにくい固定費であ
り、これら固定費が全体の 65％を占めており、公共下水道と同様に、今後、経営効率
化が進まない場合、更新投資による減価償却費の増加や物価高騰・人件費上昇による維
持管理費の増大により、経営状況が悪化する可能性があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

図表 2-28 総収益と総費用（令和 5 年度）の内訳（農業集落排水） 
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使用料収入 
本市の公共下水道及び農業集落排水は、令和 7 年 4 月からの料金改定により、令和 7

年度以降の公共下水道使用料及び農業集落排水使用料が増加しています。しかしながら、
人口減少等により有収水量は減少していくため、料金改定により一時的に使用料収入は増
加するものの、その後は減少していくことが見込まれています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
経常収支比率は公共下水道事業、農業集落排水事業ともに 100%前後となっており、単

年度の収支は概ね均衡しています。しかし、多額の一般会計からの基準外の繰入金がある
ことから、今後も継続的に経営改善に向けた取り組みが必要になります。 

なお、令和７年度からの使用料改定により、基準外の繰入金は一定抑制されますが、今
後、人口減少社会による処理水量の減少に加え、物価高騰や人件費上昇等の影響により費
用は増加していくことが見込まれることから、継続した使用料改定の検討が必要です。 

汚水処理原価について、農業集落排水事業は令和５年度 268.7 円であり、類似団体平
均 278.5 円より低い数値で推移しています。公共下水道事業は令和 5 年度 156.7 円であ
り、農業集落排水事業と同様に類似団体平均 187.4 円より低い数値で推移しています。
しかしながら、汚水処理原価は今後増加していくことが見込まれているため、引き続き汚
水処理費用の削減とともに接続率の向上等の有収水量を増加させる取組みが必要です。 

 
 
 
 

 

図表 2-29 使用料収入の見通し 
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≪関連指標の推移≫ 

※令和元年度は地方公営企業法適用前のため、法非適用の数値を記載しています。 
  

指標 事業 令和 
元年度 

令和 
2 年度 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

用語説明 
（算式） 

経常収支 
比率 

（％） 

公共 
下水道 

61.7 103.4 100.3 101.3 100.9 算式︓経常収益／経常費用 
使用料収入や一般会計か
らの繰入金等の収益で、維
持管理費や支払利息等の
費用をどの程度賄えてい
るかを表す指標 

農業集落 
排水 

74.1 99.4 103.8 104.2 102.4 

汚水処理 
原価 

（円） 

公共 
下水道 

200.5 183.0 175.5 150.4 156.7 
算式︓汚水処理費用（公費
負担分を除く）／年間有収
水量 
汚水処理に要した経費を
有収水量で除したもの。有
収水量1㎥当たりどれくら
いの経費が汚水処理費用
に要するかを見る指標で、
低い方がよい 

農業集落 
排水 

303.2 248.4 289.6 247.8 268.7 
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（２）企業債残高の推移 
企業債残高は、令和元年度から令和 5 年度までの間で、約 61.5 億円から約 49.2 億円

に減少（約 12.3 億円減少）しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
≪関連指標の推移≫ 

指標 事業 令和 
元年度 

令和 
2 年度 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

用語説明 
（算式） 

企業債残高
対事業規模
比率（％） 

公共 
下水道 905.7 306.8 162.7 162.2 196.4 

算式︓ 
企業債残高（一般会計負担分
を除く）÷事業の規模（雨水処
理負担金を除く） 
事業規模に比べて企業債残高
（一般会計負担分を除く）が
どれくらいあるのかを見る比
率 

農業集落 
排水 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

※農業集落排水事業の企業債については、一般会計が全額負担しているため、企業債残高対事業規模比率が
０%となっています。 

図表 2-30 企業債残高の推移 

5,748 5,471 5,186 4,897 4,593

397 378 358 342 327

6,145 5,849 5,545 5,238 4,920

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

（単位︓百万円）

公共下水道 農業集落排水
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（３）他団体と比較した経営状況 
≪公共下水道≫ 

（財務の状況） 
『財務の状況』を示す指標では、「経営の健全性（経常収支比率）」が類似団体平均を下

回っており、「資金残高の状況（資金残高対事業規模比率）」、「経営の効率性（経費回収
率）」が、類似団体平均を上回っています。経費回収率は類似団体平均よりも良好ではあ
りますが、100%を下回っており、汚水処理原価を使用料収入で賄えていない状況です。
また、経常収支率は、100.9％と類似団体平均より低い状況にあります。 

一方で、「債務の状況（企業債残高対事業規模比率）」は、類似団体と比べて小さくなっ
ています。当指標を計算する際に、一般会計が負担する企業債を差し引いて計算すること
となりますが、本市は企業債残高を一般会計が負担している割合が高くなっているため、
類似団体より低い数値となっています。 

 
（施設の状況） 
『施設の状況』を示す指標では、「施設等の効率性（有収率）」、「水洗化の状況（水洗化

率）」は、類似団体平均と比べて良好な数値を示しているものの、「施設等の効率性（施設
利用率）」、「老朽化の状況（管渠改善率）」は、類似団体平均を下回っています。管渠改善
率は、管渠は供用開始が比較的最近であることから、現状では更新投資の必要性が高く
ないためです。 

 
（まとめ） 

・『財務の状況』を示す指標は、経費回収率は類似団体平均を上回っているものの、
100%以下であり、経費削減及び使用料収入増加の取組みを実施していく必要がありま
す。 
・『施設の状況』を示す指標は、「施設利用率」、「管渠改善率」を除き、類似団体平均を上
回っています。 
・本市の場合、供用開始が比較的最近であることから、現状では更新投資の必要性はそこ
まで高くありませんが、今後、管渠の老朽化が進むにつれ、更新投資の必要性が高まって
いくことが想定されます。 
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グラフは標準偏差方式であり、外側にいくほど良好な数値を示しています。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
  

※四万十市︓令和 5 年度決算、他団体平均︓令和 4 年度決算 

図表 2-31 経営指標の類似団体比較（レーダーチャート） 

図表 2-32 経営指標の類似団体比較（実績値） 
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≪農業集落排水≫ 
（財務の状況） 
『財務の状況』を示す指標では、「債務の状況（企業債残高対事業規模比率）」は、類似

団体平均より良好となっていますが、その他の指標については類似団体を下回っていま
す。これは、「債務の状況（企業債残高対事業規模比率）」を計算する際に、一般会計が負
担する企業債を差し引いて計算することとなりますが、本市は企業債残高を一般会計が負
担している割合が高くなっているため、類似団体より低い数値となっています。 

一方で、「経営の健全性（経常収支比率）」、「資金残高の状況（資金残高対事業規模比
率）」、「経営の効率性（経費回収率）」が、類似団体平均より低い状況にあります。汚水処
理原価は類似団体平均よりも低いことから、使用料水準が低いことが原因と考えられま
す。 

 
（施設の状況） 
『施設の状況』を示す指標では、「施設等の効率性」を示す指標のうち、「有収率」・「水

洗化の状況（水洗化率）」は類似団体平均と比べて良好な数値を示しているものの、「施設
等の効率性」を示す指標のうち、「施設利用率」は類似団体平均を下回っています。施設
更新の際には、施設の合理化（スペックダウン）や公共接続について今後も検討を進めて
いきます。 

 
（まとめ） 

・『財務の状況』を示す指標では、「企業債残高対事業規模比率」を除いて、すべて類似団
体平均を下回っており、基準外の一般会計からの繰入金に依存した経営となっていること
から、早急に経営改善の取組みを実施していく必要があります。 
・『施設の状況』を示す指標では、「施設利用率」が類似団体平均を下回っているため、施
設の合理化（スペックダウン）や統廃合について検討を進めます。 
・本市の場合、供用開始が比較的最近であることから、現状では更新投資の必要性はそこ
まで高くありませんが、今後、管渠の老朽化が進むにつれ、更新投資の必要性が高まって
いくことが想定されます。 
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グラフは標準偏差方式であり、外側にいくほど良好な数値を示しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

図表 2-34 経営指標の類似団体比較（実績値） 

※四万十市︓令和 5 年度決算、他団体平均︓令和 4 年度決算 

図表 2-33 経営指標の類似団体比較（レーダーチャート） 
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第３章 経営の基本理念と基本方針 

１．基本理念 

今後、人口減少による下水道使用料収入の減少が避けられない中で、これまでに拡
張・整備した下水道施設の本格的なメンテナンス時代を迎えるとともに、南海トラフ巨
大地震等の大規模災害に備えてた下水道施設の耐震化が必要となります。 

その一方で、物価高騰や人件費上昇などの社会情勢の変化により、今後の下水道事業
の財政状況は一層厳しい状況となるなかで、市民が安全で安心して暮らせる生活基盤の
確保に向けて、持続可能な下水道サービスの供給を目標として、経営の効率化や健全化
に取り組んでいく必要があります。 

そのため、「安心・安全な下水道サービスの提供と、安定した生活環境を未来へつな
ぐ」を基本理念に、持続可能な下水道事業の実現に向けた中長期的な経営を計画しま
す。 
 

２．基本方針 

基本理念である「安心・安全な下水道サービスの提供と、安定した生活環境を未来へつな

ぐ」を実現させるためには、本市の下水道事業を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、将来
にわたり事業を安定的に継続させる「経営戦略」を策定し、これに基づく計画的な経営を
行っていくことが重要です。 

このため、経営の基本方針である「四万十市下水道事業経営戦略」を総務省「経営戦略
策定・改定ガイドライン」等を踏まえて改定し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向
上に取り組んでいきます。 
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第４章 下水道事業の効率化・健全化への取り組み 

１．投資計画 

（１）投資目標の進捗 
前回経営戦略では、基幹管渠耐震適合率、八反原排水ポンプ場及び右山排水ポンプ場

の耐震化、水洗化率を重要な投資目標として定めていました。投資目標に対する実績の
進捗は以下のとおりです。 

≪公共下水道事業・農業集落排水事業≫ 

※基幹管渠耐震適合率は令和 6 年度、ポンプ場耐震化は令和 11 年度の目標を記載しています 

耐震化については、基幹管渠耐震適合率及びポンプ場耐震化共に目標未達となっていま

す。耐震化への対応は引き続き実施し、目標達成に努めます。 

≪公共下水道事業≫ 

≪農業集落排水事業≫ 

水洗化率については、公共下水道・農業集落排水ともに前回目標を達成しており、順調に

推移しています。 

指標 
令和５年度末 

実績 
前回経営戦略 

目標※ 
意味 

基幹管渠耐震 
適合率 87.1% 90.0％ 基幹管渠の総延長に対して耐震適合管渠となっている

基幹管渠の割合を示す指標 

ポンプ場 
耐震化 28.3％ 100.0％ 八反原排水ポンプ場及び右山排水ポンプ場の耐震化 

指標 意味 
令和５年度 

実績 

前回経営戦略 
策定時 

令和６年度目標 

水洗化率 
現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設
置して汚水処理している人口の割合を表した指標 

96.3% 93.0% 

指標 意味 
令和５年度 

実績 

前回経営戦略 
策定時 

令和６年度目標 

水洗化率 
現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設
置して汚水処理している人口の割合を表した指標 

90.2% 82.0% 
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（２）令和 16 年度までの投資目標 

第 2 章３．（３）耐震化の状況にも記載した通り、本市の基幹管渠耐震適合率は、ここ
数年 87.1%程度と比較的高い水準で推移しています。しかし、今後も地震等の大規模自
然災害に備えた耐震化を進めていく必要があることから、令和 16 年度までの投資目標と
して、基幹管渠耐震適合率 95％を目指します。 

また、施設については、現在、「第 2 章 3．（1）下水道施設の状況」に記載している主
な下水道施設・農業集落排水施設のうち、八反原・右山排水ポンプ場及び中央下水道管
理センターの耐震化を進めております。そのため、今後 10 年間においてこれらの３施設
の耐震化を進めます。 

本市の水洗化率は、「第 2 章２．（２）水洗化人口と有収水量の見通し」にも記載した
通り、公共下水道・農業集落排水ともに、ここ数年上昇しています。しかし、今後は水
洗化人口の減少に伴い、有収水量が減少することが見込まれるため、より一層の水洗化
率の上昇を目指します。具体的には、令和 16 年度までの投資目標として、公共下水道・
農業集落排水ともに 100%の水洗化率を目指します。 

 

  

【重要な投資目標】 
・基幹管渠耐震適合率を 95%とする（公共・農集全体）。 
・八反原・右山排水ポンプ場及び中央下水道管理センターの施設耐震化率を 60％
とする。 
・水洗化率は、公共下水道・農集集落排水ともに 100%とする。 
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（3）投資の基本方針 
令和３年度に策定した公共下水道ストックマネジメント計画及び令和６年度に策定

した四万十市上下水道耐震化計画等に基づき、施設・管渠の劣化状況を定期点検等に
より把握し、適宜、補修を行って維持管理を行い、長寿命化を図ります。また、施
設・管渠の更新を計画的・効率的に進めるとともに、更新時には耐震性や維持管理効
率の向上を図ります。 

 

（4）計画期間内に実施する投資計画 
上述の投資の基本方針を受け、今後 50 年程度の中長期的な主な投資の予定は以下の

とおりです。令和７年度から令和 16 年度の 10 年間で約 64 億円の更新投資が必要と
なる見込みです。 
 
≪公共下水道≫ 

公共下水道事業は平成 8 年に供用を開始しており、管渠や施設は比較的新しいた
め、計画期間内は主に設備の更新投資を行います。ただし、重要な投資目標に記載し
た、八反原・右山排水ポンプ場及び中央下水道管理センターの耐震化工事を、今後 10
年以内に実施する計画です。 

また、令和 20 年代後半から、管渠の老朽化に対応するための更新工事が発生する見
込みです。なお、下表の投資額はストックマネジメント計画に基づいた投資予定額と
なっておりますが、令和 23 年度以降については、今後の状況を踏まえて見直していく
ことを想定しているため、平均的な投資額を記載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 4-1 今後の投資予定額（公共下水道） 
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≪農業集落排水≫ 

農業集落排水事業は平成 12 年に供用を開始しており、管渠や施設は比較的新しいた
め、計画期間内は主に設備の更新投資を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

図表 4-2 今後の投資予定額（農業集落排水） 
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（5）今後の投資に関する取り組みの内容 

民間のノウハウを活用 
地方公営企業における厳しい経営環境の下、経営基盤の強化や効率化に向けての取り

組みが要請される中で、民間企業へ任せた方が効率的かつ効果的な業務は民間委託を検
討することが求められています。本市においても、下水処理場の維持管理業務の委託に
取り組んできました。 

今後も引き続き効率化が可能な範囲やその効果、さらなる改善について検討し、業務
の効率化を進めていきます。 

 

施設・設備の合理化 
限られた資金を効率的かつ効果的に活用するため、令和３年度に策定した下水道スト

ックマネジメント計画に基づき、管渠や施設を計画的かつ効率的に維持管理する方針を
定めるとともに、老朽化している機械設備の更新を進めます。また、四万十市下水道総
合地震対策計画に基づき、老朽化の進んでいる八反原・右山排水ポンプ場及び中央下水
道管理センターの耐震化を進めます。 

 

施設・設備・管渠の長寿命化等の投資の平準化 
 ストックマネジメントと合わせて検討を進めます。  

 

広域化に関する取組み 
 下水道事業を取り巻く厳しい環境を踏まえ、様々な都道府県で多様な広域連携を目
指し議論が行われていますが、本市も広域化検討部会に定期的に参加しています。 

現在、県が主体となり、関係市町村と広域化に関する項目について検討を実施して
います。今後も引き続き「施設の共同化」や「管理の一体化」など、下水道基盤強化
を図るために必要となる広域連携の施策について、検討を進めていきます。 
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２．財政計画 
（１）財政目標の進捗 

前回経営戦略では、経常収支比率・企業債残高を重要な財政目標として定めていまし
た。財政目標に対する実績の進捗は以下のとおりです。 

 

≪公共下水道事業≫ 

※経常収支比率は令和 6 年度、企業債残高は令和 11 年度の目標を記載しています経常収支比
率・企業債残高のいずれも目標未達となっています。令和７年度からの使用料改定によ
り、経常収支比率は改善する見込みとなっています。企業債残高については、今後の投
資の合理化及び財源構成について、継続して検討を進めていきます。 
 

≪農業集落排水事業≫ 

※経常収支比率は令和 6 年度、企業債残高は令和 11 年度の目標を記載しています 

基準外の一般会計からの繰入金による影響もあり、経常収支比率は目標を達成できて
いますが、企業債残高は目標未達となっています。令和７年度からの使用料改定によ
り、基準外の繰入金が削減されるとともに経常収支比率も改善する見込みとなっていま
す。企業債残高については、今後の投資の合理化及び財源構成について、継続して検討
を進めていきます。 

指標 
令和５年度 

実績 
前回経営戦略 

目標※ 
意味 

経常収支比率 100.9% 101.7％ 
料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管
理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表
す指標 

企業債残高 46 億円 40 億円以下 
建設改良費等のうち、借入による金額を示しており、
将来世代に多額の償還負担を残さないように配慮する
必要があります。 

指標 
令和５年度 

実績 
前回経営戦略 

目標※ 
意味 

経常収支比率 102.4% 77.6％ 
料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管
理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表
す指標 

企業債残高 3.3 億円 2.5 億円以下 
建設改良費等のうち、借入による金額を示しており、
将来世代に多額の償還負担を残さないように配慮する
必要があります。 
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（２）令和 16 年度までの財政目標 

≪公共下水道・農業集落排水≫ 
令和 5 年度の経常収支比率は類似団体平均を下回っているものの、公共下水道

100.9%、農集集落排水 102.4%と 100%を超える水準となっています。しかしなが
ら、一般会計からの基準外の繰入金を充当することで経常収支比率を 100%以上に維持
している状況であり、汚水処理に要する費用を使用料収入で賄えているかを示す経費回
収率は、公共下水道では 91.5%、農業集落排水では 46.2%と 100%を大きく下回って
います。 

そのため、令和７年４月に料金改定を予定しており、これにより一般会計からの基準
外の繰入金が減少するとともに、経費回収率も向上することが見込まれています。しか
しながら、将来の水洗化人口減少の影響や物価高騰・人件費上昇等の影響が予想されて
いることから、今後も費用削減や更新投資の見直しなどを行うことで、経常収支比率
100%の維持、向上を目指します。 

また、一般会計からの負担はあるものの収入に比して企業債残高が高いため、一定の
投資は実施しつつも、企業債負担を将来へ先送りにしないように、投資財源の見直しを
行います。財源の検討にあたっては、基準外からの繰入金を抑制するために、令和６年
度からの資本費平準化債の制度拡充を受けて、資本費平準化債を活用しつつ、令和 16 年
度時点の公共下水道事業の企業債残高対事業規模比率を 196%以下にすることを目指し
ます。なお、農業集落排水事業については、現時点で企業債残高対事業規模比率が 0%
であるため、この水準を維持していきます。 

  

＜公共下水道＞ 
【重要な財政目標】 
・経常収支比率を 100%以上とする。 
・企業債残高対事業規模比率を現状水準以下とする。 

＜農業集落排水＞ 
【重要な財政目標】 
・経常収支比率を 80%以上とする。 
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（３）財源確保のための取り組みの内容 

使用料に関する項目 
≪公共下水道・農業集落排水≫ 
「第 2 章 4．（３）料金改定の状況」にも記載したとおり、経費回収率は、人口減少等

による使用料の減少及び物価上昇等による汚水処理費の増加の影響により、継続して
100%を下回っており、汚水処理に係る費用を使用料で回収できていない状況にありま
す。そのため、下水道事業の経営基盤の安定化と使用者負担の適正化を図ることを目的
として、令和 7 年 4 月に一律 20%の料金改定を実施します。 

令和７年４月の料金改定を反映させた投資・財政計画においても、計画期間の後半に
は基準外の繰入金が必要となっており、経費削減、投資の見直しなどの施策を講じ経営
改善を行っていく必要があります。また、使用料単価の見直しについては、３年〜5 年
に 1 度の頻度で検証を実施し、適正な収支構造となっているか、継続して検討を行って
いきます。 

 

企業債・資金に関する項目 
≪公共下水道≫ 

本市では他市に比べ企業債の依存度が高い(一般会計負担分を含めた場合)点が課題で
す。そのため、将来の世代に負担を残さないためにも、今後の投資については、企業債
をできる限り抑制しながら行っていく必要があります。また使用料、基準外繰入などそ
の他の財源との関係も加味しながら企業債の水準を決定していきます。 

資金残高については、令和７年４月の使用料水準で資本費平準化債を活用し、基準外
繰入ありと仮定すると、令和 16 年度時点で約 473 百万円程度であり、一定程度の確保
が見込まれるものの、今後も、企業債、基準外繰入、使用料水準の 3 つの財源のバラン
スを取りながら、資金ショートしないような経営を行う必要があります。 

 
≪農業集落排水≫ 

本市では他市に比べ企業債の依存度が高い点が課題です。そのため、将来の世代に負
担を残さないためにも、今後の投資については企業債をできる限り抑制しながら投資を
行っていく必要があります。また使用料、基準外繰入などその他の財源との関係も加味
しながら企業債の水準を決定していきます。 

資金残高については、令和７年４月の使用料水準で資本費平準化債を活用したとして
も、農業集落排水事業単独では令和９年度に資金ショートするという結果となりまし
た。しかしながら、本市下水道事業は、公共下水道と農業集落排水を一体で経営してお
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り、公共下水道の資金残高も考慮すれば、下水道事業全体として資金ショートとなるこ
とはありません。今後も、企業債、基準外繰入、使用料水準の３つの財源のバランスを
取りながら、安定した下水道事業の経営を行っていく必要があります。 
 

繰入金に関する項目 
≪公共下水道・農業集落排水≫ 

これまで、本市下水道事業には基準外繰入が入っていました。令和７年４月の料金改
定と資本費平準化債の活用により、公共下水道・農業集落排水に対する基準外繰入は抑
制される見込みとなっています。基準外繰入には、市民の皆様が納めた税金が充当され
ているため、経営を改善し、可能な限り基準外繰入に頼らない経営を行えるよう、引き
続き経営改善化を図っていきます。 

  



第４章 下水道事業の効率化・健全化への取り組み 

41 
 

３．その他の取り組みの内容 
組織・人材・定員及び給与に関する項目 

下水道事業は、市民生活にとって重要なライフラインであり、その事業の特殊性・継
続性から、いかなる状況でも適切に対応できる危機管理能力と技能を必要とします。厳
しい経営環境の中、業務の質の維持が求められる中で、技術の正確な承継が課題のひと
つになっています。この課題を解決するため、職員の技術向上を目的とした定期的な研
修を実施しています。今後も、さらなる研修の充実を図るなど、技術やノウハウを正確
に継承する体制を強化していきます。 

 

住民サービスの確保及び住民満足度の向上に関する項目 
住民サービスや情報提供の一環として、下水道に関する苦情への迅速な対応、下水道

処理施設での小学生の社会科見学の実施、市民向けの施設見学についても広報に掲載す
るなど、様々な取り組みを行っています。今後は、教育委員会との連携を通じて、上下
水道事業啓発教材を配布することを検討しています。 

下水道使用料の滞納者については、確実な催促を行い、市民の皆様に公平感を保った
徴収業務を行っています。また、令和 2 年度より下水道使用料のコンビニ収納を開始し
ました。今後は、一部の地域において、スマートメーターの導入を検討しています。 

 

防災・安全対策に関する項目 
下水道事業は市民生活の維持に重要なライフラインであるため、災害時においても事

業継続が可能な危機管理体制を確立する必要があります。本市においても、BCP（事業
継続化計画）整備や、自家発電機等の各種操作マニュアルの整備、広域応援体制の整備
など、様々な対策を図っています。また、大規模な震災に備え、主要な管渠及び施設の
耐震化計画も策定しています。今後も引き続きより強固な危機管理体制の確立に向けて
様々な取り組みを検討していきます。 

 

その他経営健全化や経営基盤の強化に関する項目 
経営健全化に向けた取り組みとして、工事請負業者に対して、建設副産物の再利用を

指導することにより、再資源化率 100％を目指しています。また、八反原排水ポンプ場
では、PC やタブレット端末、スマートフォンで水位の確認ができるシステムを導入し
ています。その他に電力入札の試行や、物品購入・資材調達について、関連部局で入札
を行う等の入札手続きの適正化取り組みを検討しています。 

今後も情報通信技術を活用し、経営基盤の強化を図ります。  
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第 5 章 投資・財政計画 
 

１．前回計画と実績の比較 
前回経営戦略の投資・財政計画と実績がどのように推移しているかについて、下表で

示しています。なお、令和２年度から地方公営企業法を適用し、企業会計に移行してい
るため、令和２年度以降の実績と前回計画の比較を実施します。 

 

（１）公共下水道事業 

〈収益的収入〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈収益的支出〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5-1 収益的収支の前回計画と実績の比較（公共） 
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〈資本的収入〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈資本的支出〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
収益的収支は、目標では当年度純利益は赤字となる見込みでしたが、黒字となってい

ます。収入側では、長期前受金戻入が令和２年度から令和５年度の累計で約３億円のプ
ラスとなったものの、一般会計からの繰入金等が４年間の累計で 3.7 億円減少してお
り、収入は全体で▲55 百万円でしたが、人件費やその他経費等で支出合計額が４年間の
累計で 1.7 億円減少したことから各年度黒字という結果となりました。 

今後は、人口減少に伴って使用料収入が減少していくとともに、物価高騰等の影響に
よる経費の増加、更新投資による減価償却費の増加が見込まれているため、これらの点
を今回の投資・財政計画には反映させた推計を実施します。 

また、資本的収支は当初想定どおりに投資が進捗しなかったため、財源側の企業債の
発行等が減少しています。今回の経営戦略においては、ストックマネジメント計画等に
基づく投資を投資・財政計画に反映させています。  
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図表 5-2 資本的収支の前回計画と実績の比較（公共） 
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（２）農業集落排水事業 

〈収益的収入〉 

 

 

 

 

 

 

〈収益的支出〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪ 
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図表 5-3 収益的収支の前回計画と実績の比較（農集） 
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〈資本的収入〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈資本的支出〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収益的収支は、一般会計からの繰入金が当初計画より大きくなったため、収入が増加
しました。また、その他経費などの支出を削減したことにより、当年度純利益が前回計
画よりも＋41 百万円となりました。公共下水道と同様に、今後は、人口減少に伴って使
用料収入が減少していくとともに、物価高騰等の影響による経費の増加、更新投資によ
る減価償却費の増加が見込まれているため、これらの点を今回の投資・財政計画には反
映させた推計を実施します。 

また、資本的収支は当初想定どおりに投資が進捗しなかったため、財源側の企業債の
発行等が減少しています。今回の経営戦略においては、固定資産台帳に基づく更新投資
を投資・財政計画に反映させています。 

  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2020計画 2020決算 2021計画 2021決算 2022計画 2022決算 2023計画 2023決算

(単位︓千円)

企業債 他会計負担金等 国（都道府県）補助金 その他

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000

2020計画 2020決算 2021計画 2021決算 2022計画 2022決算 2023計画 2023決算

(単位︓千円)

建設改良費 企業債償還金 その他

図表 5-3 資本的収支の前回計画と実績の比較（農集） 
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２．投資・財政計画シミュレーションモデルの作成 

投資・財政計画シミュレーションを実施するにあたり、以下の前提条件により今後 10
年間の投資・財政計画シミュレーションを実施しました。 

 
＜投資・財政計画シミュレーションの前提条件＞ 

≪公共下水道・農業集落排水≫ 
 

  

項  目 前提条件 

収
益
的
収
支 

収
入 

営業収益 
料金収入 

年間有収水量（※1）×使用料単価（※2）で算
定 
※1 第 2 章での水洗化人口を使用  
※2 過年度の実績を踏まえ算定（令和 7 年度
以降は、過年度の使用量単価に 20%の使用料
改定を反映させています） 

その他 雨水処理負担金の将来推計等を基に算定 

営業外収益 
補助金 分流式下水道等に要する経費を減価償却費等を

基に算定 
長期前受金戻入 過年度実績、本章の投資計画を踏まえ算定 
その他 過年度の実績を踏まえ算定 

支
出 

営業費用 

職員給与費 

過年度の実績に高知県の人件費上昇率(0.86%
※)を踏まえ算定 ※厚生労働省「賃金構造基
本統計調査」の高知県内の賃金推移の過去平均
に基づき算定 

経費 

過年度の実績に物価上昇率(1.0%※)を踏まえ
算定 ※内閣府「中長期の経済財政に関する試
算」の消費者物価上昇率 0.9%（過去投影ケー
ス）を参考に設定 

減価償却費 過年度実績、本章の投資計画を踏まえ算定 

営業外費用 
支払利息 既存債は、既存債の返済スケジュールをもとに

算定。新発債は、一定の仮定を基に算定 
その他 過年度の実績を踏まえ算定 

特別損益 過年度の実績を踏まえ算定 

資
本
的
収
支 

収
入 

企業債 将来の起債計画を踏まえ算定 
他会計出資金 将来の基準外繰入金の予定を踏まえ算定 
他会計補助金 将来の基準内繰入金の予定を踏まえ算定 
国（都道府県）補助金 本章の投資計画を踏まえ算定 
工事負担金 本章の投資計画を踏まえ算定 
その他 過年度の実績を踏まえ算定 

支
出 

建設改良費 本章の投資計画を踏まえ算定 
企業債償還金 将来の返済計画に基づき算定 
その他 過年度の実績を踏まえ算定 
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３．公共下水道事業・農業集落排水事業合算 
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４．公共下水道事業 
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５．農業集落排水事業 
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６．原価計算表 

原価計算表は、料金算定期間内における料金水準が適切なものであるかを示すもので
あり、下表は令和７年度から令和 11 年度までの 5 年間を料金算定期間として試算した
ものです。本市では下水道事業として、公共下水道と農業集落排水を有していますが、
一体として経営を考えていることから、原価計算表は公共下水道と農業集落排水を合算
しています。 

資産維持費とは、将来の更新投資が取得時よりも施工環境の悪化や高機能化（耐震化
等）等により増大することが見込まれるため、その増加分を料金で回収するために追加
的に算定する費用のことです。使用料収入で汚水処理に要する費用を回収できていない
状況であるため、資産維持費については設定していませんが、経費回収率は一部の年度
を除き計画期間中 90%以上の水準となる見込みであり、直ちに経営が困難となることは
見込まれません。しかしながら、物価高騰や老朽化した資産の更新投資等により、将来
の収支は今後悪化していくことが予想されるため、経営健全化のための取組みを検討し
ながら、定期的に使用料改定の必要性について検討していきます。 
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第６章 経営戦略の事後検証・更新等 

１．経営戦略目標  

経営戦略推進のため、各指標における目標値を設定しました。この指標はあくまでも
目標値のため、第５章に記載した投資・財政計画シミュレーションとは一部整合してい
ません。 

（１）経営・財務面の指標 

≪公共下水道≫ 

 

≪農業集落排水≫ 

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

経常収支比率 経営の健全性 102.4% 82.4% 83.9% 経常収益÷経常費用 

企業債残高対
事業規模比率 

経営の健全性 0.0% 0.0% 0.0% 
企業債残高（一般会計負担分を除
く）÷事業の規模（雨水処理負担
金を除く） 

経費回収率 経営の効率性 46.2% 54.4% 49.1% 
使用料収入÷汚水処理費用(公費負
担分を除く)  

≪公共下水道・農業集落排水≫ 

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

資金残高対事
業収益比率 

資金残高の状況 48.1% 112.5% 93.8% 
資金残高÷（営業収益－受託工事
＋他会計補助金） 

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

経常収支比率 経営の健全性 100.9% 101.2% 100.0% 経常収益÷経常費用 

企業債残高対
事業規模比率 

経営の健全性 196.4% 188.4% 174.8% 
企業債残高（一般会計負担分を除
く）÷事業の規模（雨水処理負担
金を除く） 

経費回収率 経営の効率性 91.5% 100.0% 94.6% 
使用料収入÷汚水処理費用(公費負
担分を除く)  
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（２）事業・施設面の指標 

≪公共下水道≫ 

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

有形固定資産 
減価償却率 

施設老朽化状況 59.5% 60.2% 66.6% 減価償却累計額÷償却資産の取得価格 

有収率 施設等の効率性 96.9% 94.7% 95.0% 年間有収水量÷汚水処理水量 

水洗化率 水洗化の状況 96.3% 99.1% 100.0% 
下水道利用人口（公共下水道）÷処理
区域内人口 

施設利用率 施設等の効率性 47.7% 46.1% 43.9% 
晴天時一日平均処理水量÷晴天時現在
処理能力 

 
≪農業集落排水≫ 

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

有形固定資産減
価償却率 

施設老朽化状況 53.3% 59.9% 62.2% 減価償却累計額÷償却資産の取得価格 

有収率 施設等の効率性 95.0% 92.2% 93.0% 年間有収水量÷汚水処理水量 

水洗化率 水洗化の状況 90.2% 100.0% 100.0% 
下水道利用人口（農業集落排水）÷処
理区域内人口 

施設利用率 施設等の効率性 45.2% 46.6% 43.3% 
晴天時一日平均処理水量÷晴天時現在
処理能力 

 

（３）災害対応面の指標 

≪公共下水道・農業集落排水≫ 

 

  

指 標 意 味 
令和５年度 

(実績) 
令和 11 年度 

(目標) 
令和 16 年度 

(目標) 
算 式 

基幹管渠耐震 
適合率 

管渠耐震化 
状況 

87.1% 90.0% 95.0% 対策済み基幹管渠延長÷施設総延長 
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２．計画の推進の点検・進捗管理の方法  
（１）計画の推進の点検・進捗管理の方法 

経営戦略の推進のため、毎年度目標指標の達成状況を把握することで進捗管理を行い
ます。 

また、5 年に一度経営戦略における投資・財政計画と実績とのかい離及びその原因を分
析し、その結果を経営戦略等に反映させる PDCA サイクル（計画策定「Plan」-実施「Do」-

検証「Check」-見直し「Action」）を導入し、目標の達成状況や見直した経営戦略を市民の
みなさまへ公表します。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

下
水
道
事
業
経
営
戦
略 

四
万
十
市 

市
民
の
み
な
さ
ま 

Do 

Check 

Plan 

Action 

実施 

見直し 検証 

計画 
公表 

意見 

図表 6-1 PDCA サイクルのイメージ 
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３．経費回収率向上に向けたロードマップ  
「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進について」（2020（令和 2）年

7 月 21 日付け国水下企第 34 号）において、経費回収率の向上に向けた収支構造の適正化
に係る具体的取組及び実施予定時期を経営戦略に明記することが求められていることから、
経費回収率向上に向けたロードマップを以下に示します。 

経費回収率向上に向け、経営戦略の見直しに併せて使用料の在り方を検討し、一般会計部
局と協議の上、改定の有無を決定していきます。 

さらに、広域化・共同化や民間活力の活用等を検討、推進し、経費削減に努めていきま
す。そして、これらの取組の成果を測る業績目標として、公共下水道事業・農業集落排水事
業合算として経常収支比率 100％以上、経費回収率 80.0％以上を業績目標と定めます。 

 
 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

経営戦略計画期間            

経営戦略改定     ◎     ◎  

経営戦略見直し作業            

使用料の在り方の検討 使用料
改定           

広域化・共同化の 

検討、推進 
           

民間活力の活用の 

検討、推進 
           

 
業績目標 R5 実績 R11 目標 R16 目標 

経常収支比率 101.3 % 108.2 % 100.0% 
経費回収率 86.9% 95.6% 91.1% 

※上表では、公共下水道と農業集落排水を合算しています 
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第 7 章 用語集  
用語集 説明 

あ 

汚水私費の原則 
原則として、汚水処理に要する経費は、特定の使用者が便益を受けることから下水道使用料で賄うべきである

という考え方 

汚水処理原価 

汚水処理に要した経費を有収水量で除したもの。有収水量１㎥あたり、どれくらいの経費が汚水処理費用に

要するかを見る指標で、低い方がよい。 

（算式）汚水処理費用(公費負担分を除く)÷有収水量 

か 

管渠改善率 

１年間に改築更新管渠延長が、総管渠延長に占める割合を示したもの。１年間にどれだけ管渠の老朽化対

策を実施したかを見る指標。 

（算式）改善(更新・改良・修繕)管渠延長÷下水道維持管理延長 

管渠老朽化率 

総管渠延長のうち、法定耐用年数を経過した管渠がどれだけあるかを見る指標。高ければ高いほど、老朽化が

進んでいることを示す。 

（算式）一定（法定耐用）年数を経過した管渠延長÷水道維持管理延長 

企業債 地方公営企業が行う建設改良事業等に要する資金に充てるために起こす地方債のこと。 

企業債残高 

対事業規模比率 

事業規模に比して企業債残高（一般会計負担分を除く）がどれくらいあるのかを見る比率 

（算式）企業債残高(一般会計負担分を除く）÷事業の規模(雨水処理負担金を除く) 

基準外繰入金 一般会計からの繰入金のうち、総務省の定める基準に基づかないもの。 

基準内繰入金 一般会計からの繰入金のうち、総務省の定める基準に基づくもの。 

繰入金（繰出金） 
一般会計から下水道事業会計に繰り出される資金のこと。基準内繰入金と基準外繰入金がある。一般会計

側から見たときは「繰出金」と呼ぶ。 

経常収支比率 
下水道使用料、一般会計繰入金等の収益で、経常的な費用がどの程度賄われているかを示す指標 

（算式）経常収益÷経常費用 

経費回収率 

汚水処理に要した費用に対する、使用料による回収程度を示す指標。汚水処理に係る全ての費用を使用料

によって賄うことが原則 

（算式）使用料収入÷汚水処理費用(公費負担分を除く) 

さ 

資本的収支 
企業の将来の経営活動に備えておこなう建設改良及び建設改良に係る企業債償還金などの支出と、その財

源となる収入 

収益的収支 一事業年度の企業の経営活動に伴い発生する全ての収益とそれに対応する全ての費用 

水洗化人口 
下水道の処理区域内で実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口。 

（算式）水洗便所設置済人口÷処理区域内の行政人口 

た 

長期前受金戻入 
固定資産取得のために交付された補助金などについて、減価償却見合い分を収益化したもので、現金を伴わ

ない収益 
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は 

分流式下水道 汚水と雨水を分けて流す方式の下水道のこと 

や 

有形固定資産減価償却

率 

企業が保有する有形固定資産の償却がどれくらい進んでいるのかを表す指標。施設全体の老朽化の度合いが

わかる。 

（算式）減価償却累計額÷償却資産の取得価格 

有収水量 使用料徴収の対象となる水量 

 
 


